産業医のあり方・研修・育成の方向性と、他の産業保健職との連携の強化

　　　　　　　　　　　　　　　日本産業衛生学会産業医部会としての考え方と提案(2010.8.24)
はじめに

産業医の身分、業務内容、権限、等は、労働安全衛生法に規定されている。産業医を中心とした産業保健スタッフは、同法の下、職業病や作業関連疾患対策を中心に、産業立国である我が国において予防医療の重要な一翼を担ってきた。近年産業界全体のグローバル化に伴い、競争の激化と、日本的雇用システムの崩壊が急速に進行する過程で、過重労働やメンタルヘルスといった、これまでにないタイプの健康障害に多くの労働者が苦しむようになった。このような変化を受けて法改正がなされ、さらに指針や通達が出され、産業医の重要性が増すと供に、その業務は増加の一途を辿っている。法に定められた業務としては、従来の職場巡視、作業環境管理、作業管理、健康管理に加え、平成８年に義務化された健康診断の事後措置としての面談や保健指導などがあり、さらに過重労働やメンタルヘルスに関する業務が増え、実に多岐に渡る。その上で、マネージメントシステムの導入によって、健康管理手法そのものが大きく転換し、産業医の果たすべき役割や習得すべき技能は、質・量ともに膨大となっている。一方で、産業医の選任は、事業場規模による規定、すなわち従業員５０人以上で選任義務を課し、１０００人以上は専属をという、はなはだ大雑把で、業務や企業形態を念頭にいれないばかりか、時代の流れを反映せず、具体的な指導が示されないまま、当事者任せに取り残されてしまっている。現実、嘱託産業医の多くは、開業医または勤務医であり、法で定める産業医資格は有しているものの、本業多忙を理由に、産業医として研鑚する余力がないばかりか、産業医業務に時間や労力を割く事には限界がある。このような状況下で、法改正や通達によって役割のみを負荷しても実際の産業現場で機能するとは考えづらい。

（1） 産業医のあり方への提案

産業医部会としては、これまで部会独自に取り組んできた「政策と課題の検討2003年度版（参考１）」、「2005年度版（参考２）」「産業医フォーラム（参考３）」、また、各部会との共同して企画運営してきた「リレーワークショップ（参考4）」、「職場評価と改善提案の為の合同セミナー（参考５）」、さらに「産業医部会会員アンケート調査2009年度（参考６）」等を検討して、産業医業務のあるべき姿のために、以下の3点を提案する。

※１　基本的な方向性として、産業医の業務内容を一律に拡大するのではなく、法律上の責任者である事業主が産業医と供に、必要な産業医業務を検討整理し、各事業場毎の優先順位を選定の上で、産業医の能力を最大限活かせる内容での提携を可能にすること。

※2　 事業場規模だけでなく、一箇所集約型か分散型か、業種・業態や雇用形態構成など、事業所の実情に適合した産業医契約にすること。

※3　 産業医が果たすべき役割を遂行するには、事業場内外の他産業保健職を最大限生かすことが必要不可欠である。その基礎として、労働安全衛生法に産業看護職の位置付けを明記する事を喫緊必須の課題と捉え、その上で産業保健業務を効率的に遂行するために、産業医を初めとしてすべての産業保健職がより効果的・有機的な役割分担と連携を推進すること。

それぞれ以下に説明を加える。

※1　各種実態調査で、積極的な事業主から消極的な産業医に対する失望や批判が出され、逆に産業医からは形式的な役目しか求めない姑息的な事業主への不満や落胆の声が聞かれる。そうした状況を打開するには、その事業所の抱える産業保健上の課題を、事業主と産業医が供に検討整理し、必要な産業医業務とそれに要する労働時間を算出し、契約時に、双方の合意の下、具体的な業務内容と必要な勤務時間（日数）を決めるようにする。将来の状況変化を踏まえて、業務の増減に対応できるような幅を持たせることも大切と考える。

※2　単に医学・医療知識や経験を活かすことにとどまるのではなく、働く場の人間工学的評価と改善活動へ専門家として参画したり、過重労働やメンタルヘルスに関わる事業活動や労務管理にまでアドバイスできるように、産業医としての能力を高めることが望まれる。これらは、第11次防災計画等でも強調されている「マネージメントシステムを取り入れた産業医業務のアセスメントの活動」と共通するところである。大規模事業所や専属産業医にとって重要なことはもちろんであるが、中小規模の事業所および契約する産業医においても極めて重要な案件である。特に、中小事業所ではゆとりが少なく、安全衛生への投資に限界があるため、産業医は適切なアドバイスができるように、より一層その資質を備えることが求められる。

※3　法律等に定められた産業医業務のすべてを契約時間内に不足なく実践することは物理的に限界を超えている。よって、その一部を代行補佐する役割と体制が必要である。具体的には衛生管理者と産業看護職が上げられる。事業所における産業看護職および衛生管理者の資質を評価し、必要とされる産業保健業務の中で何ができ、どこまで任せられるかを明確にし、産業医と役割分担した上で、業務遂行にあたるようにする。例えば、産業医の活動時間の多くを占めている健診の事後措置、過重労働面談、メンタルヘルス不調者との相談など、個別の従業員への面談対応は、まず産業看護職が優先して担当し、産業医はその報告を受け、重要性や取り扱いの判断を行い、必要な場合は事業主や他の医療機関との折衝調整の役割を果たすようにする。このように有機的機能連携を可能にするには、衛生管理者だけでなく、産業看護職の役割が労働安全衛生法に明記されることが緊急に必要と考える。また、産業医が事業所へ赴いてその業務を円滑に行うには、産業医個人の置かれている環境への配慮も求められる。事業所に属さない産業医（いわゆる嘱託産業医）の多くは、社会問題視されている「多忙を極める診療現場」を主職場とし、その上で事業所の産業医業務をこなす訳で、必要な産業医活動時間が保障出来るような行政上、医業経営上の対策もお願いしたい。

（２）産業医の研修、研鑽の方向性

これまで、日本産業衛生学会産業医部会は１９９２年の設立以来、産業医の質の向上へ向けての研修会等の企画運営や、産業医業務に関する情報発信に努めてきた。その主なものとしては、２００１年に「産業医活動報告集」を発刊し、他部会に呼びかけて、産業医産業看護全国協議会の企画・運営、四部会合同セミナー、リレーワークショップ等の各活動を行い、同時に、産業医部会独自に学会総会時の産業医フォーラムや全国協議会時の産業医部会企画、専門性の向上を目的とした「プロフェッショナルコース」の運営を行ってきた。また学会として産業医の資質を確保発展させるために設立された専門医制度を、産業医部会は教育・研修を担当し、支持してきた。上述の提案を前進させ、かつ、法制度に反映するまでに高めていくには、社会的な期待に答えられるように、産業医の資質向上を目指して、よりレベルの高い取り組むが不可欠と考える。これまで進めてきた①「産業衛生専門医制度」や「プロフェッショナルコース」を引き続き重視し、全国的視野に立って指導的産業医の育成を目指す。②日本産業衛生学会内四部会の合同企画を通じて「有効な連携に必要な関係創り」を目的とした活動を推進する。③人間工学的評価と改善能力向上を目的とした研修のさらなる充実を図る。以上に加えて今後は、④「事業所内の健康力」強化を実現すべく、産業保健業務における中心的役割を果たすための研修の実践、⑤事業主へ向けて、労務管理に産業保健専門職として適切なアドバイスができるようにする研修など、提案実現へ向けて産業医の質を担保する方向へ、研修を強化することが必要と考え、今後取り組んでいく予定である。

参考文書
参考１：産業医（部会）活動における政策上の課題とこの間の部会活動（2003年）

(1)「生活習慣病」の予防⇒⇒「産業医フォーラム（第１シリーズⅠ･Ⅱ･Ⅲ）」済　

(2) 労働・生活背景把握と問診⇒⇒「産業医フォーラム（第２シリーズⅠ･Ⅱ･Ⅲ）」済

(3)臨床医と産業医活動⇒⇒「産業医フォーラム（第１シリーズⅠ･Ⅱ･Ⅲ）」済

(4) 産業医活動の経験交流、カンファランス、相互研修

⇒⇒「産業医フォーラム（第２シリーズⅠ：2006年）済

(5) 産業医・産業保健活動の評価（経済評価含む）

⇒⇒「産業医フォーラム（第２シリーズⅡ：2007年）」済

(6) 産業医・産業保健活動の目標設定⇒⇒「産業医フォーラム（第２シリーズⅡ：2007年）」済

(7) 医学教育での産業医活動⇒⇒「産業医フォーラム（第２シリーズⅢ：2008年）」済

(8) 労働安全衛生マネージメントシステム⇒⇒「労働様式と産業保健」と位置づけ

「リレーワークショップ」で継続、今回「メインシンポジウム」で終結

(9)産業医活動における人間工学⇒⇒「4部会合同セミナー」として実施中

(10) 産業医の専門化、産業医専門的研修⇒⇒「プロフェッショナルコース」実施中

(11)産業医活動の国際化⇒⇒幹事会に「海外派遣者医療チーム」

(12)産業医活動における情報管理⇒⇒「ホームページ」済

(13)情報発信・ネットワーク、発言力強化⇒⇒「ホームページ」済

(14)健診項目、基準⇒⇒「特定健診・指導への産業医部会見解」

(15)産業医活動における連携、分散職場での活動

⇒⇒次期「リレーワークショップ」。今協議会で「構想検討会（自由参加可）」

以上（1）～（15）は具体化済、下記（＊）は残された項目

＊産業保健スタッフとの連携

＊事後措置、保健指導、健康教育の技術、科学

＊構内下請けの産業医活動　

＊小・零細事業所、自営業者での産業保健・産業医活動、共同選任事業

＊産業保健推進センター・地域産業保健センター　　

＊職場における障害者問題　　

＊嘱託産業医　　

＊メンタルヘルス　

＊就業上の問題　喫煙対策、禁煙支援

参考2：今後の産業医部会活動における政策上の課題（2007年）

1．産業医のキャリア

　①産業医のワークライフバランス（転職、キャリアアップを含む）

　②産業医の学会活動と産業衛生学会に対する学術的貢献

　③産業医の対企業対策（企業内での位置づけと自己アピール）

　④専門医制度とのかかわり方（産業医に求められる資質と専門性）

　⑤診療と産業医：臨床医として資質の必要性

２．産業医業務における連携

　①（他の立場の）産業保健スタッフとの連携

　②嘱託産業医と専属産業医との連携

　③産業医と臨床医との連携

　④他三部会との連携のあり方

　⑤産業保健推進センター・地域産業保健センターとのかかわり方

　⑥小零細事業所、自営業者での産業保健・産業医活動、特に過重労働・ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策

３．産業医業務における課題

　①分散事業場での活動

　②事後措置（就業判定）にかかわる問題

　③構内下請け企業に対する産業医活動

　④職場における障害者雇用と産業医

　⑤産業医活動の国際化への対応（幹事会にて「海外派遣者チーム」あり）

　⑥プライバシー保護と健康情報の管理

　⑦情報発信・ネットワーク、発言力強化（ホームページ作成中）

　⑧特定健診・特定保健指導へのかかわり方

４．産業医業務における個別の活動テーマ

　①喫煙対策、禁煙支援
　②健診項目、基準、腹囲を含める意義、等

　③メンタルヘルス対策・・・今後何をすべきか

　④性格障害・発達障害とどう向き合うか

　⑤過重労働対策における現状と課題

　⑥非正規雇用者をどう捉え、対処するか

　⑦外国人労働者の現状と問題

　⑧産業医の救急医療技術

　⑨保健指導、健康教育の技術向上へ向けて

参考３；産業医部会フォーラム「生活習慣病と労働」
産業医部会フォーラムにおいて2003年春から３年連続で企画された。「成人病」という呼称を「生活習慣病」に変えようという経済審議会の提案を厚生省公衆衛生審議会が受け入れて「公用語」として提唱して以来、疾病・健康障害を生活背景因子からみて予防しようとする視点が強化され、個人の運動・食事・嗜好面からの対策が強調された。その反面、「個人責任」が強調され、労働そのものの影響、例えば過重労働や長時間労働にはほとんど眼が向けられないという限界も現れてきた。第１回目フォーラムでは、「高血圧症」「糖尿病」「高脂血症」について、work-relatedな側面と生活習慣改善活動の状況を3人の産業医より報告を頂き、第2回目では、働き盛りの労働者を対象とした高血圧追跡多施設全国調査から、血圧上昇と脳心血管事故（合併症）の労働誘因についての調査報告と産業医による保健指導の実際について２つの報告を受けた。第3回目では、①長時間労働・過重負担と生活習慣（病）の国内外の最近の動向、②産業医としての活動経験、③健診活動を通しての活動、④外来事例収集の報告があった。いずれの回の内容も直接・間接の差、強い・弱いかの差はあるものの、労働と疾病・障害との関係は密接であり、産業医が健康診断結果の評価やその事後指導、疾病や障害を有する労働者への対応において、その関係を念頭におくことが欠かせないことが浮き彫りになった。

参考４：リレーワークショップ：「働く人の健康<元気>を生み出す組織<職場>づくり」のまとめ，産衛誌2010;　52:A23-27)

参考５：「職場評価と改善提案に関する合同セミナー」

このセミナーの目的は、産業医、産業看護師、産業衛生技術者、産業歯科衛生関係者が合同して職場巡視を行い、それぞれの立場から、職場の改善すべき問題点や今後の産業保健活動に生かす良い事例を取材し、グループ討議を行ってまとめ、全体で発表・討議することによって、人間工学や衛生工学を中心とした職場改善・作業管理に必要な実践的スキル向上を図ることにある。産業医、産業看護師、産業歯科医、歯科衛生師、人間工学専門家、衛生工学専門家、作業環境測定士、労働衛生コンサルタントなど異なる職種の人が集まり、小グループに分かれ、一つの職場を巡って、多様な視点から具体的な職場改善を検討することは産業医にとって大きな意義がある。過去7回実施し、地方会でも東北、近畿、中四国合同等で同様の取り組みがなされ、日常の産業保健活動に必要な職場改善のスキル向上の絶好の機会になってきている。2009年にはそれらを集大成して６事業所からなる研修用CD-ROMが4部会作成委員会によって完成し、産業医部会では今年度、来年度、全地方会でこの教材を用いての研修会が開催される予定である。

参考6：産業医部会活動に関するアンケート，産衛誌2010;52:39-44

